
 東京電力福島第一原子力発電所事故後10年の歩み
 東京電力福島第一原子力発電所事故の経験、反省と教訓を肝に銘じて、エネルギー政策の再出発を図っていくこと
が今回のエネルギー基本計画の見直しの原点となっている。

 福島第一原発の廃炉は、福島復興の大前提だが、事業者任せにするのではなく、国が前面に立ち、2041～2051
年までの廃止措置完了を目標に、国内外の叡智を結集し、不退転の決意を持って取り組む。

 将来的に帰還困難区域の全てを避難指示解除し、特定復興再生拠点区域の避難指示解除に向けた環境整備を
進める。特定復興再生拠点区域外についても、2020年代をかけて、帰還意向のある住民が帰還できるよう、帰還に
関する意向を個別に丁寧に把握した上で、帰還に必要な箇所を除染し、避難指示解除の取組を進めていく。

 東京電力福島第一原子力発電所事故を経験した我が国としては、2050年カーボンニュートラルや2030年度の新
たな削減目標の実現を目指すに際して、原子力については安全を最優先し、再生可能エネルギーの拡大を図る中で、可
能な限り原発依存度を低減する。

 2050年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応
 2050年カーボンニュートラルを実現するために、再生可能エネルギーについては、主力電源として最優先の原則の下で
最大限の導入に取り組み、水素・CCUSについては、社会実装を進めるとともに、原子力については、国民からの信 頼
確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用していく。

 こうした取組など、安価で安定したエネルギー供給によって国際競争力の維持や国民負担の抑制を図りつつ2050年カ
ーボンニュートラルを実現できるよう、あらゆる選択肢を追求する。

【参考】第6次エネルギー基本計画における記載抜粋①(資源エネルギー庁資料より)
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【参考】第6次エネルギー基本計画における記載抜粋②(資源エネルギー庁資料より)
 着実な再稼働の推進
 安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の下、原子力規制委員会により世界で最も厳し
い水準の規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める。国も前面
に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう、取り組む。

 東日本大震災後に原子力発電所の停止期間が長期化していることを踏まえ、メーカー等も含めた事業者間の連携組
織が中心となり、保全活動の充実や設計の経年化対策、製造中止品の管理等に取り組むとともに、安全性を確保
しつつ長期運転を進めていく上での諸課題について、官民それぞれの役割に応じ、検討する。

 国民、自治体との信頼関係の構築
 原子力に関する丁寧な広聴・広報を進める必要がある。このため、国が前面に立ち、原子力立地地域のみならず、これ
まで電力供給の恩恵を受けてきた消費地も含め、幅広い層を対象として理解確保に向けた取組を強化していく。

 立地地域の将来への不安の払拭に向けて、国は、立地地域との丁寧な対話を通じた認識の共有・信頼関係の深化に
取り組むとともに、産業の複線化や新産業・雇用の創出も含めて、各地域の要望に応じて立地地域の「将来像」を
共に描く枠組み等を設け、それぞれの実態に即した支援を進める。
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【参考】第6次エネルギー基本計画における記載抜粋③(資源エネルギー庁資料より)

成果の横展開・議論を行い、知見・技術の社会実装等も推進する。

 革新的な安全性の向上等に向けた研究開発
 革新的技術の研究開発を進めていくに当たっては、米・英・仏・加等の海外の実証プロジェクトと連携した日本企業の
取組への積極的支援により、多様な社会的要請に応える選択肢を拡大していく。

 海外動向も踏まえ、海外の開発プロジェクトに高い製造能力を持つ日本企業も連携して参画するとともに、国内において
も、水素製造を含めた多様な産業利用が見込まれ、固有の安全性を有する高温ガス炉を始め、安全性等に優れた炉
の追求など、将来に向けた原子力利用の安全性・信頼性・効率性を抜本的に高める新技術等の開発や人材育成を
進める。

 2030年までに、民間の創意工夫や知恵を活かしながら、国際連携を活用した高速炉開発の着実な推進、小型モ
ジュール炉技術の国際連携による実証、高温ガス炉における水素製造に係る要素技術確立等を進めるとともに、
ITER計画等の国際連携を通じ、核融合研究開発を着実に推進する。

 原子力の安全を支える人材・技術／産業基盤の維持・強化
 原子力利用先進国として、安全や核不拡散及び核セキュリティ分野、地球温暖化対策の観点からの貢献が期待されて
おり、また、周辺国の原子力安全を向上すること自体が我が国の安全を確保することとなるため、多様な社会的要請
を踏まえた技術開発等を通じて高いレベルの原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化を図るとともに、再稼働や廃
炉等を通じた現場力の維持・強化が必要である。

 人材育成や研究開発等に必要な試験研究炉の整備を含め、産学官の垣根を越えた人材・技術・産業基盤の強化を
進める。その際、関係省庁が連携して、大学等と地域社会との連携、人材育成等について、先進的な取組や研究
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【参考】第6次エネルギー基本計画における記載抜粋④(資源エネルギー庁資料より)
 原子力の平和利用に向けた国際協力の推進
 国際的な原子力利用は今後も拡大する見込みであり、日本の原子力技術に対する期待の声が各国から寄せられてい
る。これに応え、日本の技術が世界の脱炭素化に貢献することが可能である。

 このため、国際原子力機関（IAEA）や経済協力開発機構原子力機関（OECD／NEA）等の多国間協力の枠
組み、米・英・仏等との二国間協力の枠組みを通じて、原子力新規導入国等に対して、引き続き、人材育成・基盤整
備・原子力技術を含む支援を実施していく。

 核燃料サイクルの着実な推進と最終処分を含むバックエンド課題への取組
 原子力の利用を安定的に進めていくためにも、再稼働や使用済燃料対策、核燃料サイクル、最終処分、廃炉等の原
子力事業を取り巻く様々な課題に対して、総合的かつ責任ある取組を進めていくことが必要である。

 原子力事業者は、高いレベルの原子力技術・人材を維持し、今後増加する廃炉を円滑に進めつつ、東京電力福島
第一原子力発電所事故の発生を契機とした規制強化に対し迅速かつ最善の安全対策を講じ、地球温暖化対策や
ベースロード電源による安定的な供給に貢献することが求められている。

 電力システム改革によって競争が進展した環境下においても、原子力事業者がこうした課題に対応できるよう、海外の
事例も参考にしつつ、事業環境の在り方について引き続き検討を進める。また、電力システム改革等の進展の状況を
踏まえながら、引き続き、バックエンドも含めた安定的な事業環境の確立に向けて、必要な対応に取り組む。
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